
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 140,146,705 ※ 固定負債 56,594,286

有形固定資産 131,979,835 地方債 49,566,998
事業用資産 77,874,670 ※ 退職手当引当金 6,472,728

土地 38,445,143 その他 554,560
立木竹 866,254 流動負債 5,328,066 ※

建物 76,707,252 1年内償還予定地方債 4,321,372
建物減価償却累計額 △ 42,519,640 賞与等引当金 524,926
工作物 6,011,235 預り金 216,815
工作物減価償却累計額 △ 3,519,064 その他 264,954
建設仮勘定 1,883,489 61,922,352

インフラ資産 51,783,674 ※ 【純資産の部】
土地 15,333,604 固定資産等形成分 142,586,645
建物 923,251 余剰分（不足分） △ 60,352,085
建物減価償却累計額 △ 408,572
工作物 85,048,121
工作物減価償却累計額 △ 49,624,021
建設仮勘定 511,292

物品 6,135,224
物品減価償却累計額 △ 3,813,733

無形固定資産 147,140
ソフトウェア 147,140

投資その他の資産 8,019,731
投資及び出資金 1,526,972 ※

有価証券 133,311
出資金 1,393,660

長期延滞債権 372,968
長期貸付金 878,680
基金 5,269,551 ※

減債基金 476,343
その他 4,793,209

徴収不能引当金 △ 28,440
流動資産 4,010,208 ※

現金預金 1,383,332
未収金 189,105
短期貸付金 78,434
基金 2,361,506

財政調整基金 2,261,506
減債基金 100,000

徴収不能引当金 △ 2,170 82,234,561 ※

144,156,913 144,156,913

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計

貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 55,552,821 ※

業務費用 21,046,893 ※

人件費 7,448,089 ※

職員給与費 6,253,286
賞与等引当金繰入額 16,212
その他 1,178,592

物件費等 13,091,373
物件費 7,855,315
維持補修費 961,539
減価償却費 4,256,259
その他 18,260

その他の業務費用 507,430 ※

支払利息 266,745
徴収不能引当金繰入額 16,043
その他 224,643

移転費用 34,505,928
補助金等 21,772,556
社会保障給付 8,845,811
他会計への繰出金 3,881,130
その他 6,431

経常収益 1,503,177 ※

使用料及び手数料 729,114
その他 774,064

純経常行政コスト 54,049,643 ※

臨時損失 143,433
災害復旧事業費 130,291
資産除売却損 13,142

臨時利益 10,180
資産売却益 10,180

純行政コスト 54,182,896

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 82,094,783 142,987,071 △ 60,892,288

純行政コスト（△） △ 54,182,896 △ 54,182,896

財源 54,677,373 ※ 54,677,373 ※

税収等 29,034,822 29,034,822

国県等補助金 25,642,550 25,642,550

本年度差額 494,477 494,477

固定資産等の変動（内部変動） △ 45,726 45,726

有形固定資産等の増加 5,963,236 △ 5,963,236

有形固定資産等の減少 △ 5,240,087 5,240,087

貸付金・基金等の増加 1,168,894 △ 1,168,894

貸付金・基金等の減少 △ 1,937,769 1,937,769

資産評価差額 4,660 4,660

無償所管換等 △ 359,359 △ 359,359

その他 - - -

本年度純資産変動額 139,777 ※ △ 400,425 540,203

本年度末純資産残高 82,234,561 142,586,645 ※ △ 60,352,085

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 52,654,885

業務費用支出 18,148,957
人件費支出 8,605,428
物件費等支出 9,276,784
支払利息支出 266,745

移転費用支出 34,505,928
補助金等支出 21,772,556
社会保障給付支出 8,845,811
他会計への繰出支出 3,881,130
その他の支出 6,431

業務収入 54,948,177
税収等収入 29,034,323
国県等補助金収入 24,410,676
使用料及び手数料収入 729,114
その他の収入 774,064

臨時支出 130,291
災害復旧事業費支出 130,291

臨時収入 77,750
業務活動収支 2,240,751
【投資活動収支】

投資活動支出 6,633,810 ※

公共施設等整備費支出 4,636,139
基金積立金支出 768,628
投資及び出資金支出 400,000
貸付金支出 829,042

投資活動収入 3,857,422 ※

国県等補助金収入 1,154,124
基金取崩収入 1,770,943
貸付金元金回収収入 913,774
資産売却収入 18,580

投資活動収支 △ 2,776,388
【財務活動収支】

財務活動支出 4,116,610
地方債償還支出 4,116,610

財務活動収入 4,645,488
地方債発行収入 4,645,488

財務活動収支 528,878
△ 6,759

1,173,276
1,166,517

前年度末歳計外現金残高 201,003
本年度歳計外現金増減額 15,812
本年度末歳計外現金残高 216,815
本年度末現金預金残高 1,383,332

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　原則として、昭和59年度以前取得分については「再調達原価」にて評価を行い、昭和60
年度以降取得分については「取得原価」により評価しています。ただし、開始時における
有形固定資産については、昭和60年度以降取得分であっても取得原価が不明なものは再調
達原価としています。
　道路・河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものは備忘価額１円としていま
す。
　道路の敷地の一部については、路線単位で資産を計上しています。
　その他、有形固定資産等の評価基準及び評価方法等については、原則、統一的な基準に
よる地方公会計マニュアルに準じて行っています。

有価証券等の評価基準及び評価方法
　市場価格のある有価証券等については、基準日時点における市場価格により評価してい
ます。
　市場価格のない有価証券等については、出資金額等により評価しています。ただし、実
質価格が著しく低下した場合には、相当の減額を行うものとしています。

有形固定資産等の減価償却の方法
　有形固定資産及び無形固定資産については、定額法を採用しています。

引当金の計上基準及び算定方法
・徴収不能引当金
　過去５年間の平均不納欠損率により計上しています。
・賞与引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
・退職手当引当金
　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って
います。

リース取引の処理方法
　ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっています。

資金収支計算書における資金の範囲
　地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が財務書類
に与えている影響の内容

表示方法を変更した場合には、その旨

資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が
資金収支計算書に与えている影響の内容

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

組織・機構の大幅な変更

地方財政制度の大幅な改正

重大な災害等の発生

その他重要な後発事象

４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの



その他主要な偶発債務

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、平尾墓園事業特別会計
一般会計
住宅新築資金等貸付事業特別会計
平尾墓園事業特別会計

一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間における現金
の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治
法第235条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合は、その旨

　表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に
齟齬が生じる場合があります。

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況（令和元年
度）は、次のとおりです。
　実質赤字比率　　　　　　　　－％　　　連結実質赤字比率　　　　　　－％
　実質公債費比率　　　　　１．４％　　　将来負担比率　　　　　２１．９％

利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越事業に係る将来の支出予定額（一般財源）　２６２，９４２千円

その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

基準変更による影響額等（開始貸借対照表を作成しない場合。ただし、既に財務
書類を作成しているが開始貸借対照表を作成する場合であっても注記すること
が望まれます。）

売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲

減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または一括による減価
償却累計額

事業用資産／建物 ： 42,519,640,436円
事業用資産／工作物 ： 3,519,063,503円
事業用資産／船舶 ： 0円
事業用資産／浮標等 ： 0円
事業用資産／航空機 ： 0円
事業用資産／その他 ： 0円
インフラ資産／建物 ： 408,571,753円
インフラ資産／工作物 ： 49,624,020,568円
インフラ資産／その他 ： 0円
物品 ： 3,813,733,254円

減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

基金借入金（繰替運用）の内容

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財
政需要額に含まれることが見込まれる金額

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定
要素）



　標準財政規模　　　　　　　２７，７４８，２３６千円
　将来負担額　　　　　　　　８２，３００，２６１千円
　充当可能基金額　　　　　　　７，２０９，０６７千円
　充当可能特定歳入　　　　　１８，９８２，２７７千円
　基準財政需要額参入見込額　５０，９６７，７６４千円

自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース
債務金額

管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報（土地・償却資産別の取得価額等及
び減価償却累計額）（地方公共団体の資産としては計上しないものの、公共施設
等のマネジメントの観点から、注記することが望まれます。）

道路、河川及び水路の敷地について、基準モデル等に基づいた評価を当該評価額
とした場合は、「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」６３段落による評価
額

基準変更による影響額の内訳（開始貸借対照表を作成しない場合）

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
・固定資産形成分
　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
・余剰分（不足分）
　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

基礎的財政収支

既存の決算情報との関連性（上記で示した「②一般会計等と普通会計の対象範囲
等の差異」に係るものを除きます。）

資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内
訳

一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の
金額

　一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は３,０００,０００千
円となっております。

重要な非資金取引


